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1. 上限規制と改善基準告示の適用に向けた周知の取組について

2 . 連名文書による協力要請について



自動車運転者の時間外労働の上限規制と改善基準告示の見直し

▸ 自動車運転者の上限規制は、令和６年３月まで適用猶予。

▸ 令和６年４月以降も、時間外労働の上限は年９６０時間のみ。

自動車運転者の時間外労働の上限規制について（働き方改革関連法）

▸ 自動車運転者については、働き方改革関連法により、令和６年４月１日から罰則付きの時間外労働の上限規制（年960時間）が適用

されること等から、公労使三者構成の労働政策審議会の下に専門委員会を設置し、改善基準告示見直しの議論を進めてきた。

▸ 令和４年９月27日の専門委員会において取りまとめを行い、同年12月23日に改善基準告示を改正（令和６年４月１日～適用）。

令和元年11月 ： 労働政策審議会労働条件分科会の下に、「自動車運転者労働時間等専門委員会」を設置

令和３年４月 ： 同専門委員会の下に、 「業態別（トラック、バス、ハイヤー・タクシー）作業部会」を設置

令和４年９月27日 ： 同専門委員会 取りまとめ （トラック、バス、ハイヤー・タクシー）

令和４年12月23日 ： 改善基準告示 改正

令和６年４月１日 ： 年９６０時間の上限規制、改善基準告示 適用

・ 作業部会を複数回開催
・ 令和４年３月：バス、ハイヤー・タクシー中間とりまとめ

荷主への「要請」、関係者への「周知」を実施

法律による上限
（原則）
月４５時間
年３６０時間

・年７２０時間

・単月100時間未満
（休日労働含む）

・複数月平均80時間
（休日労働含む）

・法律による上限
（原則）を超えられ
るのは年６か月まで

・年９６０時間
のみ

一般労働者 自動車運転者

法律による上限
（例外）

法定労働時間
１日８時間
週４０時間

改善基準告示の見直しの経緯

実態調査、疲労度調査、海外調査を実施

→ 同年10月11日 労働条件分科会に報告
同年11月29日 改正告示案要綱の諮問・答申
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時間外労働の上限規制と改善基準告示の適用について
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▸ 令和６年４月１日より、年960時間の時間外労働の上限規制、改正した改善基準告示が適用される。



荷主等の関係者に対する周知等について
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自動車運転者労働時間等専門委員会報告（令和４年９月27日）「４ その他」より抜粋

（１）荷主等の関係者に対する周知について
改善基準告示の改正に当たっては、その履行確保を徹底する観点から、改正後速やかに、使用

者や自動車運転者のみならず、荷主やいわゆる元請運送事業者、貸切バス利用者等の発注者、貨
物自動車利用運送事業者等に対し、関係省庁と連携し、幅広く周知することが適当である。
特に、道路貨物運送業は、過労死等の労災支給決定件数が最も多い業種であることから、長

時間労働の是正等を積極的に進める必要がある一方、長時間労働の要因には、取引慣行など
個々の事業主の努力だけでは見直すことが困難なものがある。
また、働き方改革関連法により改正された労働時間等の設定の改善に関する特別措置法（平

成４年法律第90号）第２条第４項では、他の事業主との取引を行う場合において、長時間労働
につながるような著しく短い期限の発注や発注内容の頻繁な変更を行わない等の必要な配慮を
することが事業主の努力義務とされている。
厚生労働省においては、これらのことを踏まえ、改善基準告示の改正後、速やかに、発着荷

主等に対し、恒常的な長時間の荷待ちを発生させないこと等について、労働基準監督署による
「要請」を実施するとともに、国土交通省が実施する「荷主への働きかけ」等に資するよう、厚
生労働省が把握した長時間の恒常的な荷待ち等に関する情報を国土交通省に対して提供するこ
とが適当である。



（参考）改善基準告示の改正に伴い「荷主特別対策チーム」を編成しました
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▸ 令和４年12月23日の改善基準告示の改正に伴い、「荷主特別対策チーム」を編成



▸ 荷主・元請運送事業者に対し、労働基準監督署から配慮を要請

→長時間の恒常的な荷待ち時間を発生させないよう努めること、運送業務の発注担当者に改善基準告示を周知すること。

労働基準監督署による荷主要請 ①

6



労働基準監督署による荷主要請 ②
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自動車運転者の長時間労働改善に向けたポータルサイト

• トラック運転者のポータルサイトを、バス・タクシーについても掲載した自動車運転者のポータルサイトに刷新

• 時間外労働の上限規制・改正後の改善基準告示の適用に向けて、事業者や関係者、国民に向けた様々な情報を発信。

＜トラック運転者の長時間労働
改善に向けたポータルサイト＞

（イメージ）

改善基準告示改正に
合わせてリニューアル

＜自動車運転者の長時間労働改善に向けたポータルサイト＞

・時間外労働の改善事例
・ITの活用
・人材の確保
などの事例等を紹介 8



トラック運転者の長時間労働改善特別相談センター

トラック運転者の労働時間削減に向けた労務管理・取引環境改善のため、

荷主や運送事業者からの相談に特化した相談窓口を設置。（令和４年８月～）

運送業での知見や経験のある社労士等が相談やコンサルティングを行う。

トラック運送事業者

・ 来年４月からの中小企業の月60時
間超の割増賃金率施行への対応ができ
ていない。

・ 改正後の改善基準告示にも適応で
きるように、労務管理を見直したい。

・ 荷待ち時間の改善のため、荷役方
法の分析がしたい。また、分析を踏ま
えて荷主と交渉したいが不安がある。

助言・訪問コンサルティング等

労務管理上ネックとなる運転者の
労務管理の課題について相談

助言・交渉等への同席等

トラック運転者の長時間労働の
原因となる課題について相談

（発着・元請け）荷主

トラック運転者の自社における作業
効率化が求められているが、何をした
らいいか分からない。

相談・交渉

トラック相談センター

助言・訪問コンサルティング等

荷主の協力が必要な作業環境改善について相談

【相談窓口】
運送業での知見や経験のある社労士が、電話や

メールで事業者及び荷主からの相談を受け付ける。

【コンサルティング（労務管理改善）】
トラック運転者の労務管理について直接的な支

援を求める事業者に対して、労務管理コンサルタ
ントが改善提案を行う。

【コンサルティング（取引環境改善）】
（運送事業者）

荷主の協力等を求める事業者に対して、物流コ
ンサルタントが改善提案や、必要に応じて荷主企
業への訪問等を行う。

（荷主）
運送事業者のトラック運転者が長時間労働に

なっている原因となる課題の改善に取り組むにあ
たり直接的な支援を求める荷主に対して、物流
コンサルタントが改善提案を行う。

令和５年２月末現在

相談件数 ２４６件※

※相談件数のうち、１９件訪問コンサルティング等実施。

9※相談センターQRコード
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【助成対象となる取組】
就業規則等の作成・変更費用、研修費用（業務研修を含む）、外部専門家によるコンサルティング費用、労務管理用
機器等の導入・更新費用、労働能率の増進に資する設備・機器等の導入・更新費用、人材確保等のための費用等 労
働時間短縮や生産性向上に向けた取組に必要な経費

２ 事業の概要・スキーム

○ 令和６年４月には上限規制の猶予事業・業務への適用が予定されているところであるが、これらの業種等につい
ては長時間労働の実態が認められるなど更なる支援が必要である。

○ 各業種・業務について法規制が異なることから、各々の業種において成果目標を設ける。

１ 事業の目的

働き方改革推進支援助成金（適用猶予業種等対応コース）

コース概要
自動車運転の業務

成果目標と助成上限額

【36協定の見直し】
①月80H超→月60H以下：250万円
②月80H超→月60～80H：150万円
③月60～80H→月60H以下：200万円

【インターバル導入】
９H～11H：100万円
11H以上：150万円

12
※実施主体：都道府県労働局 補助率３/４
事業規模30名以下かつ労働能率の増進に資する設備・機器等の経費が30万円を超える場合は、4/5を助成。

（自動車運転の業務部分抜粋）


